　第６号様式（第４条関係）

副園長・教頭配置加算に係る調書（幼保連携型認定こども園用）
	施　設　名
	
	異動区分
	１　新規　２　廃止　３　変更


　※異動区分については，該当する番号を○で囲むこと。

　※副園長又は教頭が人事異動等により変更となる場合は，「３ 変更」を選択すること。
	１　副園長・教頭の氏名等
氏名
副園長・教頭の区分
　　１　副園長　　　２　教頭
２　算定要件
　　上記に記載する副園長・教頭が該当する項目全てに☑を記入すること。
　□　就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律（以下「認定こども園法」という。）第１４条に規定する副園長又は教頭の職務をつかさどっている

　□　認定こども園法施行規則第１４条において準用する第１２条に該当するものとして発令を受けている（※）
　□　当該施設に常時勤務するものである
　□　（園長が専任でない施設の場合のみ）幼稚園設置基準第５条第３項に規定する教員に該当しない
（※）　認定こども園法施行規則第１４条において準用する第１２条各号に掲げる要件に該当しない者を同規則第１３条の規定により副園長又は教頭に任命する場合は，同等の資質があると認める理由を記載すること。

（資質を有すると認める理由）

３　副園長・教頭の勤務状況
当該事業所における常勤職員の月当たり勤務時間数

　　　　　　　　時間

副園長・教頭の月当たり勤務時間数

　　　　　　　　時間




（注）副園長・教頭の履歴書を添付すること。
＜参考＞認定こども園法施行規則第１２条，第１３条及び第１４条関係
（園長，副園長及び教頭の資格）
　教諭免許状（専修免許状又は一種免許状）を有し，かつ児童福祉法第１８条の１８第１項の登録を受けており，下記①～⑯に掲げる職に５年以上あること。

　ただし，幼保連携型認定こども園の運営上特に必要がある場合には，当該幼保連携型認定こども園を適切に管理及び運営する能力を有するものであって，上記に規定する資格を有する者と同等の資質を有すると認めるものを任命し，又は採用することができる。

①　学校教育法第１条に規定する学校及び同法第１２４条に規定する専修学校の校長（幼保連携型認定こども園の園長を含む。）の職

②　学校教育法第１条に規定する学校及び幼保連携型認定こども園の教授，准教授，助教，副校長（幼保連携型認定こども園の副園長を含む。），教頭，主幹教諭（幼保連携型認定こども園の主幹養護教諭及び主幹栄養教諭を含む。），指導教諭，教諭，助教諭，養護教諭，養護助教諭，栄養教諭，主幹保育教諭，指導保育教諭，保育教諭，助保育教諭，講師（常時勤務の者に限る。）及び同法第１２４条に規定する専修学校の教員の職

③　学校教育法第１条に規定する学校及び幼保連携型認定こども園の事務職員（単純な労務に雇用される者を除く，以下この条において同じ。），実習助手，寄宿者指導員及び学校栄養職員（学校給食法第７条に規定する職員のうち栄養教諭以外の者をいい，同法第６条に規定する施設の当該職員を含む。）の職

④　学校教育法等の一部を改正する法律第１条の規定による改正前の学校教育法第９４条の規定により廃止された従前の法令の規定による学校及び旧教員養成諸学校官制第１条の規定による教員養成諸学校の長の職

⑤　前号に掲げる学校及び教員養成諸学校における教員及び事務職員に相当する者の職

⑥　海外に在留する邦人の子女のための在外教育施設で，文部科学大臣が小学校，中学校又は高等学校の過程と同等の課程を有するものとして認定したものにおける第１号から第３号にまでに掲げる者に準ずるものの職

⑦　前号に規定する職のほか，外国の学校における第１号から第３号までに掲げる者に準ずるものの職

⑧　少年院法による少年院又は児童福祉法による児童自立支援施設において矯正教育又は指導を担当する者の職

⑨　児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設及び法第３条第３項に規定する連携施設を構成する保育機能施設の長の職

⑩　児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設及び法第３条第３項に規定する連携施設を構成する保育機能施設において児童の保育に直接従事する職員の職

⑪　児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設及び法第３条第３項に規定する連携施設を構成する保育機能施設の事務職員の職

⑫　児童福祉法第６条の３第９項に規定する家庭的保育事業，同条第１０項に規定する小規模保育事業，同条第１１項に規定する居宅訪問型保育事業及び同条第１２項に規定する事業所内保育事業の管理者の職

⑬　家庭的保育事業において児童の保育に直接従事する職員の職

⑭　家庭的保育事業等における事務職員の職

⑮　第１号から前号までに掲げるもののほか，国又は地方公共団体において教育若しくは児童福祉に関する事務又は教育若しくは児童福祉を担当する国家公務員又は地方公務員の職

⑯　外国の官公庁における前号に準ずるものの職
